第２回　新しい公共島根県運営委員会

日時　平成２３年７月１５日(金)　13:15～15:00
場所　県松江合同庁舎601会議室
■開会

■新運営委員紹介

三島委員（山陰合同銀行、吉田委員の後任）

■委員長挨拶
○「新しい公共」、これはまだまだ定着したとは言い難いが、この委員会、地域、さらに行政を含む全体にとって重要で、これまで夢見てきたかもしれないようなチャンス、同時に試練である。

○島根で、よりよき地域、くらしのまちづくりを目指して、皆様のお力やお知恵をお貸しいただきたい。

○島根ではこれまで、県民いきいき活動促進条例、それに基づく協働事業の施策、特に昨年の秋、ＮＰＯ推進自治体の全国大会を松江で開催された。このような背景があったことは、新しい公共支援事業という考え方は受け入れやすいだけではなくて当然のこととして、全国に先駆けて進んでチャレンジし、モデルを広げていくような意気込みでやっていっても良いと思う。

○本日の運営委員会では、事業を実施をしていくうえで重要となる成果目標とそれに関わる事業の在り方のご議論をいただきたい。また、東日本大震災被災者支援事業についても、新しい公共の主要なテーマであり、十分ご議論をいただきたい。

■議事１
○協議事項（新しい公共支援事業基本方針、事業計画における成果目標、事業計画内容、予算等）、報告事項（新寄附税制とNPO法改正）について事務局より説明

　○成果目標について、本日の議論を踏まえ、次回の運営委員会で再度審議することとす

る。
＜成果目標等について＞
（主なご意見）

・もっとも気になるのは社会貢献基金との関係がどうなっていくのかということ。
・社会貢献基金は全国に先駆けた素晴らしい制度だと思うが、お金を回すという点では認定NPO制度ができた今、役割は終えたと思う。ただ、それに変わる役割として社会貢献基金登録団体というステータスがあり、これの意義は非常に大きい思う。県が今後担う役割として、お金をどう動かすかとは別に、NPOがいろいろな基準を満たしているとか情報をどれだけ公開しているかということのいわゆる星付け・ランク付けをする制度を作ることが挙げられる。段階別にこういう段階のＮＰＯ法人が幾つになったかということがひとつの成果目標になると思う。
・１１～１２ページの基本方針、将来展望、あるいは成果目標のところについて、きちんと整理できていないと思う。何が成果で何が目標なのかがわかりにくい。将来展望の項目にはレベルが異なるものが一緒に挙がっている。また、成果目標の項目も同じ。研修会の参加者が増えたらどうなるかということが１番大事、ファンドレイザーを育成されてどうなるかが１番大事なはず。それが挙がっていなくて成果目標といわれても妥当かどうか判断は難しい。具体的な事業について、個別の事業を見る限りそれぞれ必要だと思われるが、本当に必要かどうかは全体の体系を見ないとよく分からないと思う。とはいえ、そんなに時間をかけられないということもあり、今日は問題提起だけさせていただきたい。
・全体に成果目標、事業内容を見るとＮＰＯは自力で資金調達をして勝手に頑張れというふうに感じる。ＮＰＯ側はやる気満々で事業提案をしたがパートナーの行政が見つからないということもある。NPOは勝手にやれということじゃなくて、新しい公共と協働は一緒に進んでいくべきだと思う。「行政職員が変わる」という事業があっても良いと思う。特に県職員についてお願いしたい。
・中国労金のNPOに対する融資制度について、若干でも利用していただけるような状況になってきている。ＮＰＯの方というのは融資をご利用になったという経験があまりないので、金融機関で金借りるためにはこんな書類が必要だということ等、少し慣れていただきたい。それから融資をする側について、「ＮＰＯを応援したい」気持ちと「慎重な審査が必要」という気持ち、アクセルとブレーキと両方ある。個別の金融機関によっていろいろ事情、考え方が違うので、それぞれの金融機関に出向いて意見交換をするというような方法をとると支援・理解が得られやすいと思う。
・成果目標とは、活動によって何がどこまで達成できるかという成果目標なのか、もっと先の、例えば地域の中で民度が高まる、意識が高まるということが目指されていると思う。数値としてきちんとでてくるものというと難しいのかもしれないと思う。
・成果目標として欠かせないものとして、ものすごく明瞭なのはＮＰＯへの寄附の件数と金額だと思う。例えば認定ＮＰＯであれば必ず寄附者の一覧表が出るわけで件数も額も公開される。そうすれば制度が変わってどのぐらいのお金がＮＰＯに流れたのか、流れたお金によって実施された活動のボリュームというものが把握できると思う。
・認定制度について、これまで国税庁管轄だったことが都道府県に移管される。都道府県でこの審査がきちんとできるのか、審査には会計士などの専門家を入れてやるべきではないかと思う。

・認定ＮＰＯ法人になると、非営利活動のみならず、本業を含めて全体が審査対象となる。この点の認識は重要になってくると思う。
・本日の議論は、新寄附税制やNPO法改正等の報告事項で時間がとられ、本来運営委員会で議論すべき事項にかける時間がなくなってしまっている気がする。話が大きいので何をどう議論していいのかわからなくなるので、整理しながら進めていかないといけない。毎回議論の途中で時間切れになるのは残念。
・市町村は、ＮＰＯの専門性等を様々な施策に生かしていきたいという気持ちを持っていると思う。それがNPOの方でやりたいと思っておられることとのマッチングがなかなかうまくいかず悩むところもある。両者の目指すものが同じであればきっとお互いが歩み寄ってよりよいものを作ることができるという気がする。何度かトライしていただくとか、課題などを一緒に考えていくことできっと協働もうまくいくんじゃないかなと思っている。市町村が決して門戸を閉じているということではないということをご理解いただきたい。

・成果目標については、もう少しじっくりとかつ論理的に考えていただきたい、またいっしょに考えたい。研修会の参加者数、この指標自体意味がないとは思っていない。論理的に整理した上で、それが成果レベルなのか活動指標なのかということを丁寧に考えていった方が良いと思う。
■議事２

　　○協議事項（モデル事業【震災対応案件】の募集）について、事務局から説明

　　○これについて承認

■報告事項

　　○報告事項（モデル事業の審査結果、既採択事業の実施状況）について、事務局から
説明

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
